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平成２９年６月３０日判決言渡 名古屋高等裁判所

平成２８年(ネ)第９１２号 損害賠償請求控訴事件

（原審・名古屋地方裁判所平成２３年(ワ)第７４９０号）

主 文

１ 被控訴人が，弁護士法２３条の２第２項の規定に基づき控訴人がし

， ，た別紙の照会のうち Ｃ宛ての郵便物についての転居届の提出の有無

転居届の届出年月日及び転居届記載の新住所（居所）について，控訴

人に対し報告する義務があることを確認する。

２ 当審における控訴人のその余の追加請求を棄却する。

３ 控訴申立て後に生じた第１，２項についての訴訟費用は，これを４

分し，その３を被控訴人の負担とし，その余を控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求めた裁判

１ 控訴の趣旨

(1) 被控訴人が 弁護士法２３条の２第２項の規定に基づき控訴人がした別紙，

の照会について，控訴人に対し報告する義務があることを確認する（控訴人

は，差戻し前の控訴審において，当該請求を追加した 。。）

(2) (1)についての訴訟費用は，被控訴人の負担とする。

２ 控訴の趣旨に対する答弁

(1) 本案前の答弁

ア 当審における控訴人の追加請求に係る訴えを却下する。

イ アについての訴訟費用は控訴人の負担とする。

(2) 本案の答弁

ア 当審における控訴人の追加請求を棄却する。

イ アについての訴訟費用は控訴人の負担とする。

第２ 事案の概要



- 2 -

１ 本件は，差戻し前相控訴人であった亡Ａから，Ａと訴外Ｃとの間の訴訟（以

下 別件訴訟 という における訴訟上の和解に基づき 同人の財産に対する「 」 。） ，

強制執行手続を受任した控訴人に所属するＢ弁護士が，控訴人に対し，別紙の

とおり，①Ｃ宛ての郵便物についての転居届の提出の有無，②転居届の届出年

月日 ③転居届記載の新住所 居所 ④転居届記載の新住所 居所 の電話番， （ ）， （ ）

号（以下，併せて「本件照会事項」といい，個別の照会事項を「本件照会事項

①」などという ）について，郵便事業株式会社（以下「本件会社」という ）。 。

に弁護士法２３条の２第２項に基づく照会 以下 ２３条照会 という をす（ 「 」 。）

（ 「 」 。）， ，るよう申し出 以下 本件申出 という 本件申出を適当と認めた控訴人が

本件会社に対し，本件照会事項について２３条照会をした（以下「本件照会」

という ところ 本件会社は 控訴人に対し 本件照会に応じない旨を回答し。） ， ， ，

た 以下 本件拒絶 という ため Ａ及び控訴人が 本件拒絶は不法行為に（ 「 」 。） ， ，

当たると主張して，本件会社を吸収合併した被控訴人に対し，損害賠償（控訴

人においては一部請求）及び同損害賠償金に対する不法行為の日（本件拒絶を

受けた平成２３年１０月１７日）から支払済みまで民法所定の年５分の割合に

よる遅延損害金の支払をそれぞれ求めた事案である。

２ 第１審判決は，本件拒絶は正当な理由を欠くが，被控訴人に過失があるとま

ではいえないとしてＡ及び控訴人の請求をいずれも棄却したため，両名が控訴

した。

差戻し前の控訴審において，控訴人は，損害賠償請求を主位的請求として原

審で主張していた損害額に控訴審における弁護士費用を加えた合計額の一部請

求としたほか，予備的請求として，被控訴人が本件照会について控訴人に対し

報告する義務がある旨の確認請求（以下「本件確認請求」といい，それに係る

訴えを「本件訴え」という ）を追加した。。

差戻し前の控訴審判決は，Ａの控訴は棄却したが，控訴人に関する原判決を

変更し，主位的請求の一部を認容し，その余の請求を棄却するとともに，本件
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確認請求については，主位的請求が全部棄却である場合の予備的請求であるこ

とが明らかであるから判断する必要はない旨を判示したところ，Ａの訴訟承継

人及び被控訴人が上告及び上告受理の申立てをした。また，控訴人は，附帯上

告受理の申立てをした。

３ 上告審は，Ａの訴訟承継人の上告を棄却するとともに，上告を受理しない旨

の決定をし，被控訴人の上告についても棄却する旨の決定をした。

他方，被控訴人の上告受理の申立て及び控訴人の附帯上告受理の申立てにつ

いては，被控訴人の上告受理の申立ては，上告審として受理するものの，申立

ての理由のうち第３ 違法性 権利侵害 を除く部分を排除し 控訴人の附帯（ 〔 〕） ，

上告受理の申立ては受理しない旨の決定をした。そして，被控訴人の上告受理

の申立て理由第３につき，２３条照会に対する報告を受けることについて弁護

士会が法律上保護される利益を有するものとは解されないと判示して，差戻し

前の控訴審判決中，被控訴人敗訴部分を破棄し，かかる部分について控訴人の

控訴を棄却するとともに，本件確認請求に関する部分を名古屋高等裁判所に差

し戻した（以下「本件最高裁判決」という 。。）

第３ 前提事実

１ 当事者

控訴人は，弁護士法に基づき，昭和２４年９月２８日に設立された法人であ

る。

本件会社は，本件照会がされた平成２３年当時，郵便の業務等を営む株式会

社であったところ，平成２４年１０月１日，郵便局株式会社が現商号に商号変

更した被控訴人に吸収合併され，その事業等が承継されたものである（以下，

本件会社についても「被控訴人」ということがある 。。）

２ 別件訴訟（甲１）

Ａは，平成２２年２月８日頃，Ｃらに未公開株の購入代金名目で金員を詐取
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されたと主張して，同人らに対し，不法行為に基づく損害賠償請求訴訟（別件

訴訟）を提起した（名古屋地方裁判所平成２２年(ワ)第▲▲▲号 。）

その後，ＡとＣの間で，同年９月１６日，Ｃが損害賠償債務として２００万

円の支払義務があることを認め，このうち２０万円を同年１０月２９日限りＡ

に支払い，約定どおり支払ったときは，Ａはその余の支払義務を免除すること

などを内容とする訴訟上の和解が成立した（甲２ 。）

３ 本件申出（甲３）

別件訴訟においてＡの訴訟代理人であったＢ弁護士は，平成２３年９月２６

日，弁護士法２３条の２第１項に基づき，控訴人に対し，本件照会事項につい

て本件会社（ａ支店）に２３条照会をするよう申し出た（本件申出 。）

本件申出に当たって控訴人に提出された控訴人所定の「照会申出書 （別紙」

２枚目。以下「本件申出書」という ）には 「受任事件及び照会を求める理。 ，

由」と題する書面（同３枚目。以下「照会理由書」という ，本件照会事項。）

が記載された「照会を求める事項」と題する書面（同４枚目。以下「照会事項

書」という ）及びＡ作成の委任状が添付され，照会理由書には，別件訴訟の。

事件番号のほか，別件訴訟においてＣとの間で裁判上の和解が成立したがＣが

支払をしない旨，依頼者であるＡは，同和解に基づき，Ｃに対し，動産執行等

の強制執行手続をしたいと考えている旨，そのためにはＣの住居所等が判明し

ていることが必要となるが，Ｃは現在住民票上の住所に居住していない旨が記

載されていた。

４ 本件照会（甲４）

控訴人は，本件申出を適当と認め，翌２７日，本件会社（ａ支店）に対し，

（ ）。 ，本件照会事項について２３条照会をした 本件照会 本件照会に当たっては

本件会社に対し 「弁護士法第２３条の２による照会書 （別紙１枚目）のほ， 」

か，本件申出書，照会理由書，照会事項書及び委任状の各写しが送付された。



- 5 -

５ 本件拒絶（甲５）

本件会社（ａ支店）は，控訴人に対し，同年１０月１４日付けの書面で，本

件照会には応じかねる旨を回答した（本件拒絶 。）

控訴人は，同月１７日，上記の回答書面を受領し，Ｂ弁護士は，同日，控訴

人からこれを受領した（甲５，弁論の全趣旨 。）

６ 控訴人による通知書の送付（甲６）

控訴人は，同月２７日，本件会社（ａ支店）に対し，本件照会の必要性及び

相当性について，動産執行等のために事件の相手方の住所等を確認する目的の

照会である旨，回答を拒否されると動産執行をすることが不可能となり，他に

代替手段もない旨，東京高裁平成２２年９月２９日（通知書の「６月２８日」

は誤記）判決が判示するとおり，転居届に係る情報は，憲法２１条２項後段の

「通信の秘密」にも，郵便法８条１項の「信書の秘密」にも該当せず，転居届

に係る照会に回答する義務は同条２項の守秘義務に優越する旨等を記載した通

知書を送付し，本件照会に応じるよう求めた。

７ 再度の報告拒絶（甲７）

本件会社（ａ支店）は，控訴人に対し，同年１１月９日付けの書面で，上記

東京高裁判決を根拠として転居届に係る２３条照会に応ずることは困難である

と判断しており，本件照会には応じかねる旨を回答した。

第４ 争点

１ 本件訴え（本件確認請求）の差戻し前の控訴審における予備的追加の適法性

に関し，

(1) 本件訴えは行政事件訴訟法（以下「行訴法」という ）４条の「公法上。

の法律関係に関する確認の訴え」に該当するか。

(2) 損害賠償請求に本件確認請求の追加的併合が許されるか。控訴審におけ

る訴えの追加的変更が認められるか。
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２ 本件訴えの適法性に関し，

(1) 本件訴えには確認の利益が認められるか。

(2) 控訴人には当事者適格が認められるか。

３ 本件拒絶に正当な理由が認められるか。

第５ 争点に関する当事者の主張

１ 争点１(1)（本件訴えは行訴法４条の「公法上の法律関係に関する確認の訴

え」に該当するか ）について。

（控訴人の主張）

平成１６年の行訴法改正により，行訴法４条後段の例示として「公法上の法

律関係に関する確認の訴え が挿入された趣旨からすれば 公法上の法律関係」 ，「

に関する確認の訴え」は，行政の行為を契機として国民と行政主体との間で紛

争が生じた場合の国民と行政主体との法律関係に関する確認の訴えをいうもの

と解される。本件訴えは，私法人である被控訴人と公共的性格は強いものの私

法人である控訴人との間の法律関係に関する確認の訴えであり，国民と行政主

体との法律関係に関する確認の訴えではないから 公法上の法律関係に関する，「

確認の訴え」には該当しない。したがって，本件照会事項に対する報告義務の

存否の確認手続は，民事訴訟手続で行うべきである。

（被控訴人の主張）

２３条照会に対する報告義務は公法上の義務であるから，本件訴えが「公法

上の法律関係に関する確認の訴え」に該当することは明らかである。したがっ

て，本件照会事項に対する報告義務の存否の確認手続には，行政事件訴訟法が

適用される。

２ 争点１(2) 損害賠償請求に本件確認請求の追加的併合が許されるか 控訴審（ 。

における訴えの追加的変更が認められるか ）について。

（控訴人の主張）

上記のとおり，本件照会事項に対する報告義務の存否の確認手続は民事訴訟
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手続であるから，損害賠償請求に本件確認請求を追加的に併合することは許さ

れるし，損害賠償請求と本件確認請求とは，請求の基礎に同一性が認められる

から，控訴審における訴えの追加的変更も認められる。

， ， 「 」仮に 本件訴えが 広義に解釈した 公法上の法律関係に関する確認の訴え

に該当するとしても，控訴人と被控訴人は，公権力の行使主体とその相手方に

は当たらないという意味でいずれも私人であり，本件照会事項に対する報告義

務の存否をめぐる紛争は私人間の紛争であるから，本件訴えは，第１義的には

民事訴訟手続によるべきである。そうすると，損害賠償請求に本件確認請求を

併合することは許される。

また，仮に，本件訴えが「公法上の法律関係に関する確認の訴え」に該当す

るとしても，本件確認請求に係る請求原因や訴訟資料は，損害賠償請求に係る

ものと共通であるから，損害賠償請求に本件確認請求を追加することは，訴え

の追加的変更に準じて許されるし，第１審において損害賠償請求の審理が尽く

されている以上，被控訴人の審級の利益を保護する必要はないから，本件確認

請求を追加することについて被控訴人の同意は不要である。

（被控訴人の主張）

(1) 上記のとおり，本件訴えは「公法上の法律関係に関する確認の訴え」に

該当し，本件確認請求は，請求の併合は同種の訴訟手続による場合に限ると

する民事訴訟法（以下「民訴法」という ）１３６条の要件を満たしていな。

いから，損害賠償請求に本件確認請求を併合することは許されない。

(2) 仮に，本件確認請求と損害賠償請求との間に請求の基礎の同一性が認め

られ，訴えの追加的変更が可能な場合があるとしても，控訴審において，民

事訴訟に「公法上の法律関係に関する確認の訴え」を追加する場合，相手方

の審級の利益に配慮して，その同意が必要となる。しかし，被控訴人は，控

訴人が本件訴えを追加することに同意しないから，訴えの追加的変更は許さ

れない。
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３ 争点２(1)（本件訴えには確認の利益が認められるか ）について。

（控訴人の主張）

確認の利益の有無の判断は，訴訟物が当事者間の具体的権利義務であるとい

えるかどうかに加え，訴訟物をめぐる紛争解決のための方法として確認訴訟が

適切といえるか，確認判決が紛争の解決にとって有効といえるか（即時確定の

利益があるか）という視点からされるべきであり，本件訴えについては，以下

のとおり，確認の利益が認められる。

(1) 本件訴えの訴訟物が当事者間の具体的権利義務であること

確認の利益があるというためには，訴訟物が当事者間の具体的権利義務で

あることが必要であるところ，権利義務の具体性は，その主体及び内容の両

面から定まる。本件では，照会の相手方及び具体的内容を定めたＢ弁護士に

よる本件申出に基づいて，控訴人が被控訴人に対し当該具体的内容の報告を

求めたのであるから，主体及び内容のいずれからみても，本件は控訴人と被

控訴人との間の具体的権利義務の存否の争いであり，本件訴えの訴訟物は当

事者間の具体的権利義務関係である。

(2) 本件訴えが紛争解決のために適切な方法であること

確認の利益が認められるためには，確認訴訟を選択したことが適切である

ことが必要であるところ，控訴人は，本件最高裁判決によって，被控訴人に

対する不法行為に基づく損害賠償請求が否定され，控訴人は，本件照会事項

に対する報告義務の存否をめぐる紛争について給付の訴えを提起できない以

上，その紛争解決のためには確認の訴えを提起するほかない。

また，夫婦の同居請求権や芸術作品の製作を求める請求権のように，例外

的に，強制履行を求める権能がない給付請求権の確認が許される場合がある

， ， ，けれども 公法上の義務については 私法上の財産的請求権と変わりがなく

強制執行手続によって実現されるべきものであればともかく，それ以外の公

法上の義務又は請求権については，民事執行手続による旨の特別の定めがあ
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るものを除き，その強制履行が民事執行手続によりできるとの見解が支配的

ないし一般的であるという状況にはない。２３条照会に基づく公法上の報告

義務についても，弁護士会が公務所又は公私の団体に対し「報告せよ」との

給付訴訟を提起できるか否かについて，裁判例も学説もない状況にあるし，

仮にかかる給付訴訟を提起できたと仮定しても，当該給付判決に基づく民事

執行の途が確立されているとはいえない。

したがって，公法上の義務である報告義務については，確認訴訟以外の紛

争解決方式が存在するとはいえず，本件において，確認の訴えを選択したこ

とは適切である。

(3) 本件訴えには即時確定の利益が認められること

ア 紛争解決のために確認判決が必要であること

被控訴人が本件照会事項に対する報告義務を負うかどうかは，本件拒絶

に正当な理由があるかどうかの判断を経て初めて決定されるところ，本件

においては，この点に関する控訴人と被控訴人の判断が食い違っているか

ら，裁判所が中立かつ公正な立場から既判力のある判断を示すことが必要

である。また，正当な理由の存否についての中立かつ公正な裁判所の判断

を仰ぐことは，２３条照会制度の適正な運用を図るために照会権限を付与

された弁護士会たる控訴人の責務である。

イ 確認訴訟が紛争解決のために適切であること

２３条照会に対する報告拒絶が正当な理由に基づくとの理由で本件確認

請求の棄却判決が確定した場合，当該事案について弁護士会が重ねて２３

条照会をすることは，高度の公共性を持った弁護士会の性格上想定し難い

から，報告義務を否定する確定判決の既判力によって，本件紛争の抜本的

解決を図ることができる。

他方，本件確認請求の認容判決が確定した場合，照会先の任意履行を求

めることになるが，確定判決の既判力を受けるにもかかわらず，公務所又
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は公の団体が報告義務の履行を拒絶することは想定し難いし，２３条照会

の相手方となることが多い金融機関や郵便・通信事業者は公の監督を受け

る立場にあるから，既判力をもって確定された報告義務を履行しないこと

は想定し難い。しかも，被控訴人代理人の意見書（乙２１）には 「今後，

の弁護士照会に対する対応は，個別判決により照会に対する回答を行うべ

きとの判断が示されない限りは，郵便法８条２項を優先させざるを得ない

と思います 」との記載があり，本件確認請求が認容されれば，被控訴人。

代理人は本件照会に対し任意に報告する意向であることを示しているし，

， （ ），被控訴人は 今後の対応方針を監督官庁である総務省に報告し 乙２２

総務省は被控訴人に対し司法判断に従うことを求めるから，請求認容判決

が確定すれば，被控訴人は報告義務を任意に履行すると考えられる。

また，本件照会に対する被控訴人の報告義務が守秘義務に優先するとの

裁判所の判断がされれば，被控訴人は，Ｃから守秘義務違反を理由とする

損害賠償を請求される危険がなくなり，被控訴人にとっても，本件をめぐ

る紛争が抜本的に有効適切に解決されることになる。さらにいえば，本件

照会事項となっている転居届記載の新住所等について，被控訴人は全国の

弁護士会からの２３条照会に対する報告を拒絶している状況にあり，今後

も，全国の弁護士会から反復的かつ継続的に同様の２３条照会を受ける状

況にあるから，本件において本件照会事項に対する報告義務の存否が確定

されることは，既判力の主観的範囲を超えて，同種の紛争を抜本的に予防

することになり，確認の利益を認めるべき根拠となる。

したがって，請求認容判決，請求棄却判決のいずれであっても，本件訴

えは，紛争解決のために必要かつ適切であるから，本件訴えには即時確定

の利益が認められる。

また，被控訴人は，控訴人が本件照会をして以降現在に至るまで，本件

照会事項に対する報告義務を争い，これを報告する姿勢を全く見せておら
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ず，被控訴人の控訴人に対する報告義務という控訴人の法律関係の不安・

危険は現実的なものとなっているから，本件訴えには即時確定の利益が認

められる。

（被控訴人の主張）

確認の訴えは，即時確定の利益がある場合（現に控訴人の有する権利又は法

律的地位に危険又は不安が存在し，これを除去するため被控訴人に対する確定

判決を得ることが必要かつ適切な場合）である限り許されるものであり，判断

の基礎となる権利又は法的地位は，法的保護に値するほどに具体的かつ現実的

なものでなければならない。

しかし，２３条照会を受けた公務所又は公私の団体の報告義務は，弁護士会

に対する公法上の義務とされるとはいえ，本件最高裁判決が判示するとおり，

弁護士会が２３条照会の権限を付与されているのは，飽くまで２３条照会制度

の適正な運用を図るためにすぎないから，弁護士会は，２３条照会を受けた公

務所又は公私の団体から報告を受けることについて，法的に独自に保護される

べき権利又は利益を有しない。したがって，弁護士会は，２３条照会を受けた

公務所又は公私の団体が報告義務を負うか否かに関し，危険又は不安が生じる

ような権利又は法律的地位をそもそも有しない。

また，２３条照会制度において，弁護士会は，所属弁護士からの照会の申出

が適当か否かを審査する立場にあるものの，所属弁護士からの照会の申出がな

ければ２３条照会をすることはできず，弁護士会が主体的に照会をすることは

， ，条文上予定されていないし 弁護士会は照会内容に関して一切の関わりがなく

２３条照会を受けた公務所又は公私の団体が報告義務を有するか否かについて

利害関係を有することはないから，このような弁護士会が，２３条照会の報告

義務の存否が確認されることについて，法的に独自に保護されるべき権利又は

法律的地位を有することはない。

しかも，弁護士法２３条の２が弁護士会に対し２３条照会に回答するよう求
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める権利ないし権限を与えたかどうかは，条文上明確ではないから，２３条照

会に基づく報告義務は，具体的な法的義務を定めたものではなく，倫理的な指

針としての意味しか有しないというべきである。

， ， （ ） 。したがって 本件訴えには 訴えの利益 即時確定の利益 は認められない

４ 争点２(2)（控訴人には当事者適格が認められるか ）について。

（控訴人の主張）

確認訴訟においては，訴訟物たる権利関係の主体に当事者適格が認められる

ところ，本件訴えの訴訟物は報告義務であり，弁護士法２３条の２第２項の規

定に照らせば，報告義務の履行を求めることができるのは弁護士会である。そ

して，本件訴えに確認の利益が認められること，報告義務の存否についての中

立かつ公正な裁判所の判断を仰ぐことは弁護士会たる控訴人の責務であること

は，上記のとおりである。

したがって，控訴人に当事者適格があることは明白である。

（被控訴人の主張）

当事者適格は，本案判決をすることが無意味である者の訴訟を排除するため

に導入された概念であり，確認の訴えでは，確認の利益が認められるときは当

事者適格も認められるのが原則である。

しかし，上記のとおり，控訴人は，本件確認請求の認容判決によって保護さ

れるべき実体的権利や，判決のいかんによって享受できるかどうかが決まる法

的利益を有しておらず，また，確認の利益を有していないから，控訴人には本

件訴えに関する当事者適格は認められない。

５ 争点３（本件拒絶に正当な理由が認められるか ）について。

（控訴人の主張）

(1) ２３条照会の制度は 弁護士が基本的人権を擁護し 社会正義を実現する， ，

ことを使命とする（弁護士法１条１項）ことに鑑み，弁護士が受任している

事件を処理するために必要な事実の調査及び証拠の発見収集を容易にし，当
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該事件の適正な解決に資することを目的として設けられたものであり，その

適切な運用を確保する目的から，照会する権限を弁護士会に付与し，その権

限の発動を個々の弁護士の申出に係らせつつ，個々の弁護士の申出が２３条

照会の趣旨に照らして適当であるか否かの判断を当該弁護士会の自律的判断

に委ねて，濫用的照会を排除する制度的保障を図るという２段階の構造を有

。 ， ，している このような２３条照会の趣旨によれば ２３条照会を受けた者は

照会した弁護士会に対し，報告を求められた事項について報告すべき公法上

の義務を負う。

(2) 他方 通信の秘密 憲法２１条２項後段 とは 通信の秘密に属する通，「 」（ ） ，

信内容や事務上の事項について調査，探求をしてはならないこと（積極的知

得行為の禁止 通信事務取扱者が通信の秘密について知り得た事項につき秘），

密を守るべきこと（漏えい行為の禁止）を意味し，郵便法８条１項の「信書

の秘密」は，憲法２１条２項後段を受けてこれを具体化したものであるが，

転居届は通信，信書そのものとはいえず，個々の郵便物とは離れて存在する

ものであって，転居届に記載された情報が報告されても，個々の郵便物の内

容は何ら推知されるものではない。したがって，同情報は，憲法２１条２項

後段の「通信の秘密」に該当せず，郵便法８条１項の「信書の秘密」にも該

当しない。

もっとも，本件照会事項②ないし④は転居届に記載された事項であり，本

件照会事項①はその前提となる事項であるところ，これらはいずれも郵便法

８条２項の「郵便物に関して知り得た他人の秘密」に当たるので，被控訴人

は同項に基づく守秘義務を負う。しかし，これらは個々の郵便物の内容に関

する情報ではなく，単なる住居所に関する情報である。そして，住居所は，

人が社会生活を営む上で一定の範囲の他者には当然開示されることが予定さ

れている情報であり，個人の内面に関わるような秘匿性の高い情報とはいえ

ず，その実質的な秘密性は低いと評価すべきであるし，本件照会事項に対す
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る報告がされても，この情報を得るのは，控訴人のほか，照会申出をしたＢ

弁護士及びその依頼者であるＡの訴訟承継人のみであるから，これが知られ

る範囲は限定的である。

これに対し，２３条照会は，上記のとおり，弁護士が受任した事件を処理

するために所属弁護士会に照会申出をし，同弁護士会が照会を適当と認めた

情報について報告を求めるものであるから，その制度趣旨からして，２３条

照会に対する報告の必要性は高いというべきである。

(3) よって 被控訴人が本件照会事項を報告すべき義務は 郵便法８条２項に， ，

基づく守秘義務に優越するから，本件拒絶に正当な理由はない。

（被控訴人の主張）

(1) 「通信の秘密 （憲法２１条２項後段）の保障の対象には，通信の内容の」

みならず，通信の存在それ自体に関する事項，すなわち，通信・信書の差出

人・受取人の氏名・住所・居所，差出個数，年月日等も含まれる。そして，

郵便法８条１項の「信書の秘密」は，憲法２１条２項後段の保障内容を，被

控訴人が取り扱う信書に関して規定したものであり，その範囲は信書に関わ

る「通信の秘密」の範囲と同一である。

転居届に従って郵便物が転送される場合，転居届に係る情報は，個々の郵

， ，便物の宛て所そのものに成り代わり その郵便物の受取人の宛て所そのもの

場合によっては宛名ともなるから，転居届に従って既に郵便物の転送がされ

た場合には，転居届に係る情報には当然に通信の秘密の保障が及ぶ。また，

転居届を提出する郵便利用者は，郵便物の受取を前提として転居届を提出す

， 。るのであるから 一定期間のうちには当然転送されてくる郵便物が存在する

したがって，転居届そのものが郵便物の転送を前提とした存在であり，転居

届は個々の郵便物と密接に関係せざるを得ないから，転居届そのものが「通

信の秘密」に準じて取り扱われる必要がある。

さらに 転居届の情報が 通信の秘密 信書の秘密 に該当しないとした， 「 」「 」
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場合 「特定の郵便物の転送先住所・居所の開示」という照会の仕方であれ，

ば 係る情報は 通信の秘密 信書の秘密 に該当するとして開示されない， 「 」「 」

ところ 転居届記載の住所・居所 として照会されれば 開示されるべきで，「 」 ，

ない情報が容易に保護の対象から外される結果となり，著しい不都合が生じ

る。そして，当初から特定の郵便物の転送先情報を得る目的で，転居届の情

， ，報について２３条照会がされることもあれば 制度の悪用という意図もなく

単に照会事項の記載方法として，目的である特定の郵便物について触れずに

転居届の情報のみについて２３条照会がされることも考えられ，被控訴人と

しては，現行の２３条照会制度の下では，当該照会の真の目的を判断するこ

とは不可能である。

そして，憲法上の保障である「通信の秘密」が２３条照会に対する報告義

務に優越することは明らかであるから，本件拒絶には正当な理由がある。

(2) 仮に 比較衡量が必要であるとしても 次のとおり 郵便法８条２項に基， ， ，

づく転居届に係る情報に関する守秘義務は２３条照会に対する報告義務に優

先するから，本件拒絶には正当な理由がある。

まず （ｱ）転居届に係る情報は，郵便物の転送のために被控訴人に提供さ，

， ，れる情報であって 個々の郵便物の配達以外の目的で使用されることはなく

開示することが予定されていない情報であり，憲法２１条２項後段の「通信

の秘密 の対象事項そのもの 若しくはこれと密接な関連性を有し 通信の」 ， ，「

秘密」に準じて取り扱われるべき情報であり，少なくとも郵便法８条２項の

「郵便物に関して知り得た他人の秘密」に該当し，守秘義務について明文の

根拠がある そして ｲ 住所 情報の開示は 本来 住民基本台帳の閲覧。 ，（ ）「 」 ， ，

及び住民票の写しの交付に限定され（なお，電話番号については，このよう

な情報開示の制度もない ，法文上，開示可能な場合が列挙され，ドメステ。）

ィック・バイオレンス 以下 ＤＶ という やストーカーの被害者は 加（ 「 」 。） ，

害者の閲覧請求を拒否することが可能とされている （ｳ）被控訴人の従業員。
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は，転居届に関して証人として尋問された場合に証言拒絶権を有するし，転

居届は文書提出義務除外文書に該当する。

これに対し （ｴ）２３条照会における報告義務は，弁護士法上明文の規定，

がなく，法文上拒否事由や除外事由も規定されず，照会を受ける者に事前に

意見を述べる機会も事後に異議を述べて争う機会もない上，ＤＶやストーカ

ーの被害者を保護する制度も設けられていない。しかも （ｵ）２３条照会に，

当たっての弁護士会の審査は，弁護士会ごとに差異が出ることが予想される

し，必要性，相当性等の判断が厳密でない場合もあるが，そのような場合で

あっても，弁護士会にはペナルティがない。

，（ ） ， ，さらに ｶ 仮に 被控訴人が２３条照会に従い情報を開示した場合には

被控訴人が不法行為責任を負うリスクを負担せざるを得ない上，被控訴人が

郵便法８条１項の「信書の秘密」を侵害した場合，２年以下の懲役又は１０

０万円以下の罰金という重い罰則が定められているが，同項と同条２項は，

その保障対象を明確に区別することは困難であるから，転居届に係る情報を

弁護士会に報告しなければならないとすれば，被控訴人の業務従事者は重い

罰則を科される危険を負担しなければならない。

これを本件についてみると （ｷ）本件照会事項は，Ａの訴訟承継人が将来，

にわたり強制執行手続をするために必要不可欠とはいえないし，少なくとも

控訴人はその立証をしていない。これに対し （ｸ）被控訴人が本件照会に従，

い本件照会事項を報告した場合には，２３条照会に関する最高裁昭和５６年

４月１４日第三小法廷判決・民集３５巻３号６２０頁（以下「昭和５６年最

判 という の基準に当てはめると 開示対象者との関係で不法行為に該当」 。） ，

する可能性があり，不合理である。

第６ 当裁判所の判断

１ 争点１(1)（本件訴えは行訴法４条の「公法上の法律関係に関する確認の訴

え」に該当するか ）について。



- 17 -

(1) ２３条照会制度の趣旨と報告義務の性質

２３条照会制度は，弁護士が，基本的人権を擁護し，社会正義を実現する

（ ，ことを使命として法律事務を職務の内容とするとともに 弁護士法１条１項

３条 ，民事訴訟における訴訟代理人（民訴法５４条１項）及び刑事訴訟に）

（ ） ，おける弁護人 刑事訴訟法３１条１項 となることが認められていること等

我が国の司法制度の一翼を担っていることに鑑み，弁護士が受任している事

件を処理するために必要な事実の調査及び証拠の発見収集を容易にし，事件

の適正な解決に資することを目的として創設されたものと解される。

また，弁護士会は，弁護士及び弁護士法人の使命及び職務に鑑み，その品

位を保持し，弁護士及び弁護士法人の事務の改善進歩を図るため，弁護士及

び弁護士法人の指導，連絡及び監督に関する事務を行うことを目的としてお

り（弁護士法３１条１項 ，このような弁護士会の目的に鑑み，２３条照会）

制度の適正な運用を確保するため，照会の権限を弁護士会に付与し，権限の

発動を個々の弁護士の申出に係らせつつ，その申出が２３条照会の制度趣旨

に照らして適当であるかについて，弁護士会の自律的な判断に委ねたものと

解される。

そして，上記のような弁護士の使命及び職務や弁護士会に加え，弁護士の

資格並びに権利及び義務等を定める弁護士法は，我が国の司法制度に関与す

る主体としての弁護士及び弁護士会を規律する点からすると，国法の類型を

公法と私法に分かつならば，公法の性質を有しているものと解される。

そうすると，２３条照会は，依頼者の私益を図る制度ではなく，事件を適

正に解決することにより国民の権利を実現し，弁護士の受任事件が訴訟事件

となった場合には，当事者の立場から裁判所の行う真実の発見と公正な判断

に寄与する結果をもたらすという公益を図る制度として理解されるべきであ

るから，２３条照会を受けた公務所又は公私の団体は，照会事項を報告すべ

き法的義務があるとともに，２３条照会が公法の性質を有する弁護士法によ
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り認められた公益を図る制度であることに照らせば，その義務は公法上の義

務であると解される（なお，後述するとおり，２３条照会を受けた者に報告

をしないことについて正当な理由があるときは，照会先は，その全部又は一

部について報告を拒絶することが許されると解される 。。）

(2) ２３条照会に基づく報告義務の存否（拒絶する正当な理由の有無）に関

する紛争についての訴訟手続

ア もっとも，２３条照会に基づく報告義務が公法上の義務であり，弁護士

会が司法制度に関与する主体として公共的・公益的な地位にあるとはいっ

ても，弁護士会は国の機関や行政過程の主体となる法人ではないし，弁護

士法は，２３条照会に関し，これを発した後の照会先との権利義務関係の

形成や照会先が報告を拒絶した場合の強制履行ないし制裁の規定を設けて

， 「 。」 ，おらず 単に 報告を求めることができる と規定するにとどまるから

弁護士会が２３条照会に関し，公権力の行使の権限を付与されているとは

いえず，行訴法上の「行政庁」に当たるとはいえない。また，照会先が公

務所や公の団体であったとしても，照会先が２３条照会に対する報告を拒

絶する行為は事実行為であって行政処分でないことはもちろんのこと，所

管する行政過程上の行為ということもできない。したがって，本件におけ

る控訴人と被控訴人との紛争が，行政過程における紛争といえないことは

明らかである。

イ 次に 「公法上の法律関係に関する確認の訴え」を訴訟手続の面からみ，

ると，行政庁の公権力の行使に関する不服の訴訟（抗告訴訟）を中心とし

て定められた行訴法が，行政権行使の過程で生じる行政庁と国民との間で

生じた紛争の解決を主眼とした訴訟制度であり，そのような行政権行使の

過程の特質に応じて民訴法の特別法として定められたことは明らかであ

る。さらに，平成１６年の行訴法改正の際，行政過程の中で多用されなが

ら，抗告訴訟の対象とならない行政の行為を契機として国民と行政主体と
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の間に紛争が生じた場合，実質的当事者訴訟の活用を図るため，実質的当

事者訴訟の例示として「公法上の法律関係に関する確認の訴え」が加えら

れた（甲６１，６３）ことからすれば，行訴法４条後段にいう「公法上の

法律関係に関する訴訟」についても，国民と行政主体との間の紛争を予定

していることが明らかであり 「公法上の法律関係に関する確認の訴え」，

が認められる行政主体との紛争は，行政処分を背景とし，あるいは後に行

政処分が控えていることにより，現に存在する不利益を除去するための確

認の利益が認められる場合であるということができる。

また 「公法上の法律関係に関する確認の訴え」には，抗告訴訟の規定，

の一部が準用されるが（行訴法４１条１項。行政庁の訴訟参加〔同法２３

条 ，職権証拠調べ〔同法２４条 ，判決の拘束力〔同法３３条１項 ，釈〕 〕 〕

明処分の特例〔同法２３条の２ ，本件は，控訴人と被控訴人との間に〕）

おける本件照会事項に対する報告義務の存否をめぐる訴訟であり，かかる

個別具体的な事案における判断が求められている事件であるから，他の関

係機関なり団体の訴訟参加やこれらに対する判決の拘束力を認めたり弁論

主義を排除したりする理由はないし 本件では 釈明処分の対象となる 処， ， 「

分又は裁決」は存在しない。そうすると，行政過程における紛争とはいえ

ない本件において，行政過程の特質に応じた上記規定を本件の訴訟手続に

準用する実益や必要性を見いだすことはできない。

ウ したがって，本件訴えは 「公法上の法律関係に関する確認の訴え」に，

該当するとしてこれに行政事件訴訟手続を適用するのではなく，原則に戻

り，民事訴訟であると解するのが相当である。

２ 争点１(2)（損害賠償請求に本件確認請求の追加的併合が許されるか。控訴

審における訴えの追加的変更が認められるか ）について。

上記のとおり，本件訴えの訴訟類型は民事訴訟であると解され，損害賠償請

求訴訟とは同種の訴訟手続であるから，損害賠償請求に本件確認請求を追加的
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に併合することは許される（民訴法１３６条 。また，本件において，本件拒）

絶に正当な理由があったか否かは，損害賠償請求が認められるか否かの判断の

前提となっていたことは記録上明らかであるから，損害賠償請求と本件確認請

求とは，請求の基礎に同一性（同法１４３条１項）が認められ，控訴審におけ

る訴えの追加的変更に相手方の同意は要求されていない（同法２９７条，１４

３条）から，控訴人が控訴審において本件訴えを追加的に変更したことは適法

である。

なお，仮に，本件訴えが「公法上の法律関係に関する確認の訴え」に該当す

る余地があるとしても，上記のとおり，本件確認請求は損害賠償請求の判断の

前提となっており，損害賠償請求の判断には本件確認請求の判断を含む関係に

あった上，いずれも本件拒絶に起因し，控訴人が被控訴人に本件照会に対する

報告を求める手段として提起された訴えであるから，両請求は請求の基礎を同

一にするものにして，損害賠償請求に本件確認請求を併合することは，民訴法

１４３条１項による訴えの追加的変更に準じて認められるというべきである

し，上記のとおり，本件では，他の関係機関や団体の訴訟参加を考慮する必要

はない上，本件照会に対する報告義務の存否（本件拒絶の正当な理由の有無）

は，第１審から審理の対象となっており，被控訴人が審級の利益を害されるこ

とはないから，行訴法４１条２項，１９条１項，１６条２項の規定にかかわら

ず，被控訴人の同意を要しないと解するのが相当である。

３ 争点２(1)（本件訴えには確認の利益が認められるか ）について。

(1) 対象選択の適否

確認の訴えが適法となるためには，確認の対象とされた法律関係ないし権

利義務が具体的であるとともに，確認訴訟を選択したことが紛争の解決にと

って適切であり，確認判決が紛争の解決にとって有効であること（即時確定

の利益があること）が必要であると解される。

そして，本件訴えで確認の対象とされたのは，具体的に特定された本件照
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会事項に対する被控訴人の報告義務であるから，対象の具体性は満たしてい

ると認められる。

(2) 即時確定の利益

次に，被控訴人は，控訴人には，２３条照会を受けた公務所又は公私の団

体から報告を受けることについて，法的に独自に保護されるべき権利又は利

益を有しないから，本件訴えには即時確定の利益がない旨主張するので，先

にこの点から判断する。

弁護士法２３条の２が，２３条照会制度の適正な運用を図るために，照会

権限を弁護士会に付与し，権限の発動を個々の弁護士の申出に係らせつつ，

その申出が２３条照会の制度趣旨に照らして適当であるかについて，弁護士

会の自律的な判断に委ねたものと解されることは上記のとおりであり，弁護

士会の照会権限は，飽くまでも制度の適正や運用を図るためにすぎないこと

から，照会先の報告拒絶に対し，弁護士会が独自の損害を被ったと主張して

その賠償を受けることができる法律上の利益を有するものではないと解され

る。しかしながら，２３条照会を受けた公務所又は公私の団体は，公法上の

報告義務を弁護士会に対して負い，２３条照会を拒絶する照会先に対して報

告を促す権限と責務を負うのは弁護士会であるから，２３条照会に対する報

告義務の存否をめぐる紛争の主体は，弁護士会と照会先であるというほかな

い。そして，上記のとおり，２３条照会制度は，弁護士が事件を適正に解決

することにより国民の権利を実現し，弁護士の受任事件が訴訟事件となった

場合には，当事者の立場から裁判所の行う真実の発見と公正な判断に寄与す

る結果をもたらすという公益を図る制度として理解されるべきであることに

加え，照会先には公法上の報告義務が生じ，正当な理由がない限り，報告を

拒絶することはできないと解されることに照らせば，報告義務の存否（拒絶

する正当な理由の有無）に関し，弁護士会と照会先の判断が食い違った場合

でも，常に照会先の判断が優先されるならば，結局のところ，２３条照会に
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対する報告の拒絶を自由に許す結果を招くことになり，我が国の司法制度の

円滑かつ適正な運営に寄与している２３条照会制度がその使命を果たすこと

は困難となる。また，照会権限を付与された弁護士会は，２３条照会制度の

適正な運用を図る責務を負っているというべきであるから，２３条照会制度

の使命を実現することができるか否かについては，制度の存続にもかかわる

重大な利害関係を有しているといえる。そうすると，２３条照会制度の趣旨

及び弁護士会に課せられた責務に照らせば，弁護士会が２３条照会制度を適

正かつ円滑に運営し，その実効性を確保することは，法的に保護された弁護

士会固有の利益であるということができるとともに，報告義務の存否（拒絶

する正当な理由の有無）に関し，弁護士会と照会先の判断が食い違った場合

には，司法判断により紛争解決を図るのが相当であると解される。

本件においては，本件拒絶により，そのような控訴人の利益に対する現在

の危険ないし不安が問題となっているのであるから，控訴人には法的保護に

値するほどの具体的かつ現実的な法的地位はない旨の被控訴人の主張は採用

することはできない（なお，被控訴人は，２３条照会に基づく報告義務は，

具体的な法的義務を定めたものではなく，倫理的な指針としての意味しか有

しないとも主張するが，２３条照会制度の趣旨に照らし，採用することがで

きない 。。）

そして，後述するとおり，控訴人が本件確認請求を選択したことが紛争の

， ，解決にとって適切であると認められるところ 本件確認請求が認容されれば

被控訴人がこれに応じて報告義務を履行することが期待できることは，控訴

人が主張するとおりであると認められる上，認容判決を受けた上での本件照

会事項に対する報告であれば，被控訴人がＣから守秘義務違反を理由として

損害賠償を請求されても，違法性がないことを理由にこれを拒むことができ

るし，控訴人は，本件確認請求が棄却されれば，同一の照会事項による２３

条照会はしない旨明言しているから，本件照会事項に対する報告義務の存否
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に関する紛争は，判決によって収束する可能性が高いと認められ，本件紛争

の解決にとって有効であると認められる。

そうすると，本件訴えには，即時確定の利益が認められるというべきであ

る。

(3) 方法選択の適否

一般に給付訴訟が可能な場合には，給付判決を得た上でそれを執行する手

続に移行すればよいから，確認の利益は認められない。しかしながら，公法

上の義務である２３条照会に対する報告義務に基づき，２３条照会に対する

報告を拒絶する照会先に対して「報告せよ」との給付判決を求めることがで

きるかについては，上記のとおり，弁護士法には報告拒絶に対する強制履行

の規定がない上，照会権限についても「報告を求めることができる 」と規。

定されるにとどまっていることからすれば，その許容性については疑義があ

るというほかない。仮に，給付訴訟が可能であるとしても，民事執行手続に

よって公法上の義務の履行を実現することはできないと解されるし，行政庁

ではない弁護士会が行政代執行による義務の履行を求めることはできない。

また，本件最高裁判決により，本件拒絶に対する損害賠償請求は否定されて

いる。そうすると，控訴人が，訴訟手続を利用して本件照会に対する被控訴

人の報告義務の存否の判断を得るには，確認の訴えという方法を採るよりほ

かないと考えられる。

もっとも，控訴人が本件確認請求の認容判決を得たとしても，結局のとこ

， ，ろ 被控訴人の任意の履行に委ねるしかないことは上記(2)のとおりであり

そのような強制力を背景としない確認の訴えを認めることが相当であるかと

いう問題もあろう。しかしながら，本件照会に対する被控訴人の報告義務の

存否について現に紛争が生じている上，そもそも本件照会は，Ｃに対する強

制執行手続をするために必要不可欠な同人の住居所を把握して，訴訟上の和

解に基づくＡないしその訴訟承継人の権利の実現を図るという司法制度の実
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効性に関わる照会であるから，かかる紛争に対する司法判断が認められない

という結論は相当とは解されない。しかも，被控訴人の任意の履行に委ねる

しかないとはいっても，認容判決がされれば，その履行の蓋然性が見込まれ

る上，本件照会に対する報告に関し，Ｃからの損害賠償請求も阻止すること

ができることに照らせば，本件紛争をめぐる問題の抜本的解決につながると

いうことができる。そうすると，強制力を背景としないからといって，本件

訴えを否定する理由はないと考える。

４ 争点２(2)（控訴人には当事者適格が認められるか ）について。

上記のとおり，本件照会に対する報告義務の存否をめぐる法律関係は，控訴

人と被控訴人との間で認められるものである上，本件訴えには確認の利益が認

められるのであるから，控訴人に本件訴えの当事者適格がないとの被控訴人の

主張は，採用することができない。

５ 争点３（本件拒絶に正当な理由が認められるか ）について。

(1) ２３条照会の対象とされた情報について，照会先において，当該情報を

使用するに当たり，個人の秘密を侵害することがないよう特に慎重な取扱い

をすることが要求される場合もあり得るから，２３条照会については，照会

先に対し全ての照会事項について必ず報告する義務を負わせるものではな

く，照会先において，報告をしないことについて正当な理由があるときは，

その全部又は一部について報告を拒絶することが許されると解される。

(2) 転居届に係る情報は，憲法２１条２項後段の「通信の秘密」及び郵便法

８条１項の「信書の秘密」に当たるか。

ア 憲法２１条２項後段は 「通信の秘密は，これを侵してはならない 」， 。

と規定し，これを受けて，郵便法８条１項は 「会社（被控訴人）の取扱，

中に係る信書の秘密は，これを侵してはならない 」と規定している。し。

かしながら，本件で問題となっている転居届は，通信や信書そのものでは

なく，個々の郵便物とは別個のものである。そして，そこに記載された情
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， 。報について報告がされても 個々の通信の内容が推知されるものではない

したがって，転居届に係る情報は，憲法２１条２項後段の「通信の秘密」

にも郵便法８条１項の「信書の秘密」にも該当しないと解するのが相当で

あるから，被控訴人は，本件照会事項について 「通信の秘密」や「信書，

の秘密」に基づく守秘義務を負うものではない。

イ ｱ 被控訴人は 転居届に係る情報について 個々の郵便物の受取人の宛（ ） ， ，

て所そのもの，場合によっては宛名ともなることから，現実に郵便物が

転送された場合，同情報には当然に「通信の秘密」の保障が及び，これ

と異なる判断は憲法解釈を誤るものである旨主張する。しかしながら，

本件照会事項については，個々の通信とは関係のない情報としての転居

届に記載された新住居所等の報告を求めるものであるから 「通信の秘，

」 ， 。密 の対象となる事項であるとはいえず その保障が及ぶものではない

ｲ 被控訴人は 転居届は郵便物の転送を前提としており 個々の郵便物（ ） ， ，

と密接に関係せざるを得ないから，転居届に係る情報については「通信

の秘密」に準じて取り扱われる必要がある旨主張する。しかしながら，

転居届は，郵便物を転送する前提のものであるとしても，具体的な郵便

物を離れて転居先を一般的に明らかにするものにすぎず，その存在によ

。 ，り直ちに個々の郵便物の転送の有無が明らかになるものではない また

「通信の秘密」の保障が，通信・信書の差出人・受取人の氏名・住所・

居所に及ぶとしても，それは，当該信書等を通じて得た情報に関する積

極的知得行為や漏えい行為の禁止を意味すると解されるから，転居届に

記載された新住居所と同列に考えることはできない。したがって，転居

届に係る情報について現実に転送された具体的な郵便物に関連する情報

（個々の通信と結び付いている情報）に準じて取り扱われる必要がある

とはいえない。

ｳ さらに 被控訴人は ２３条照会の真の目的が特定の郵便物の転送先（ ） ， ，
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を知ることにある場合の不都合性を指摘する。しかしながら，制度の悪

， ，用については その適切な運用を図るべき立場にある弁護士会において

防止措置を講じるなど別途対処すべき問題であり，本件では，そのよう

な照会事項とはなっていない上，Ｃに対する強制執行手続を行うために

必要であるとして本件照会がされているのであるから，上記不都合性と

本件拒絶における正当な理由の有無が直ちに結び付くわけではないとい

うべきである。

(3) 郵便法８条２項に基づく守秘義務との関係

ア 郵便法８条２項は，郵便の業務に従事する者が，郵便物に関して知り得

た他人の秘密を漏えいすることを禁じている。そして，控訴人は，転居届

に係る情報が「郵便物に関して知り得た他人の秘密」に当たり，被控訴人

が同項に基づく守秘義務を負うことについて争っていないところ，被控訴

人は，上記守秘義務が２３条照会に対する報告義務に優越すると主張する

ので，以下検討する。

イ 上記１(1)で説示したとおり，２３条照会の制度は，事件を適正に解決

することにより，国民の権利を実現するという司法制度の根幹に関わる公

法上の重要な役割を担っているというべきである。そうすると，照会先が

法律上の守秘義務を負っているとの一事をもって，２３条照会に対する報

告を拒絶する正当な理由があると判断するのは相当でない。被控訴人は，

郵便法８条２項の守秘義務が，憲法２１条２項後段を受けて定められてい

ることを殊更に強調するが，国民の権利の実現や司法制度の適正な運営も

また，憲法上の要請にほかならない。したがって，報告を拒絶する正当な

理由があるか否かについては，照会事項ごとに，これを報告することによ

って生ずる不利益と報告を拒絶することによって犠牲となる利益との比較

衡量により決せられるべきである。
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ウ 被控訴人は，郵便法８条２項に基づく守秘義務が優越する根拠として，

（ｱ）転居届に係る情報が少なくとも通信の秘密に準じて取り扱われる情

報であり，守秘義務について明文の根拠があること （ｲ）住所情報の開，

示は本来住民票の写しの交付等に限定され，開示可能な場合も法文上列挙

され，ＤＶ等の被害者保護の制度があること （ｳ）転居届については，，

被控訴人の従業員に証言拒絶権があり，文書提出義務除外文書に該当する

こと，これに対し （ｴ）２３条照会における報告義務は，明文の規定が，

なく，拒否事由や除外事由等も規定されておらず，ＤＶ等の被害者の保護

の制度もないこと （ｵ）弁護士会の審査が厳密でない場合もあるが，そ，

のような場合でもペナルティがないこと （ｶ）そうであるにもかかわら，

ず，被控訴人が情報を開示した場合には，不法行為責任を負ったり，郵便

法８条１項に基づく守秘義務違反について罰則を科されたりする危険があ

ることなどを挙げる。

しかしながら （ｱ （ｲ）及び（ｴ）については，転居届に係る情報が， ），

通信の秘密に該当しないことは，上記(2)で説示したとおりであり，守秘

義務についての明文の根拠があるからといって，直ちに守秘義務が報告義

務に優越するとの結論が導かれるものではないところ，２３条照会の制度

趣旨に鑑みれば，報告義務が守秘義務に優越する場合もあることは認めら

れる。また，２３条照会の場合に，ＤＶ等の被害者保護の制度が設けられ

ていないことは，被控訴人の主張するとおりであるが，２３条照会は，弁

護士が受任している事件について所属弁護士会に対し必要な事項の照会を

申し出た上，当該弁護士会がその申出を適当と認めたときにされるもので

あるところ，弁護士は，受任している事件について必要な場合には，住民

票の写しの交付等を職務上請求することが認められ（住民基本台帳法１２

条の３ ，ＤＶ等の被害者が支援措置の実施を求める旨の申出をした場合）
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であっても，弁護士による職務上の請求であれば，住民票の写しの交付等

が認められる場合もあること（甲２６，乙２ ，他方，日本弁護士連合会）

は，２３条照会の申出に対する審査基準のモデル案を作成し，控訴人は，

これに基づいて，照会事項が個人の高度な秘密事項に関わるときは，①当

該秘密の性質，法的保護の必要性の程度，②当該個人と係争当事者との関

係，③報告を求める事項の争点としての重要性の程度，④他の方法によっ

て容易に同様な情報が得られるか否かを総合的に考慮して，照会申出の必

要性及び相当性を判断すること等を規定した基準を設けて２３条照会の申

出に対する適否を審査していると認められること（甲２７，２８ ，した）

がって，住民票の写しの交付等に関する弁護士による職務上の請求に対す

る審査基準より，２３条照会の申出に対する弁護士会の審査基準が緩いと

いうことはできず，他にそのように認めるに足りる証拠はないことに照ら

しても，ＤＶ等の被害者保護に欠けるということはできない。

（ｳ）については，仮に，被控訴人が主張するように，その業務に従事

する者について，証言拒絶権に係る民訴法１９７条１項２号が類推適用さ

れるとしても，同号所定の「黙秘すべきもの」とは，一般に知られていな

い事実のうち，弁護士等に事務を行うこと等を依頼した本人が，これを秘

匿することについて，単に主観的利益だけではなく，客観的にみて保護に

値するような利益を有するものをいう（最高裁平成１６年１１月２６日第

二小法廷決定・民集５８巻８号２３９３頁 。したがって，転居届に係る）

， ，情報であるとの一事をもって 直ちに同号に基づく証言拒絶権があるとか

同号を前提とする同法２２０条４号ハに基づいて文書提出義務を負わない

ということにはならない。

（ｵ）については，特定の情報について守秘義務を負う者は，当該情報

を使用するに当たり，個人の秘密を侵害することがないよう特に慎重な取
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扱いをすることが要求されるというべきであるから，漫然と２３条照会に

応じ，その全てを報告した場合，守秘義務に違反したと評価されることも

あり得るところである。しかしながら，２３条照会については，照会先に

， ，対し 全ての照会事項について必ず報告する義務を負わせるものではなく

報告をしないことについて正当な理由があるときは，その全部又は一部に

ついて報告を拒絶することが許されると解されることは，上記のとおりで

ある。そうすると，守秘義務を負う照会先は，２３条照会に対し報告をす

る必要があるか自ら判断すべき職責があるといえる。弁護士会の審査に不

備があり得るとしても，被控訴人において，この職責を放棄し，常に守秘

義務を優越させて報告を拒むことを肯定する理由にはならないというべき

である。被控訴人は，不当な２３条照会をした弁護士会にはペナルティが

ないというが，審査に不備があれば，照会先から責任を追及され得るとこ

ろであるし，弁護士会に対する信頼の失墜を招き，照会の権限を弁護士会

に与えた現行の２３条照会制度の存続自体にも影響しかねないのであるか

ら，弁護士会においても，厳密な審査をする動機付けは働くといえる。

（ｶ）について，特定の情報に守秘義務を負う者が漫然と２３条照会に

応じた場合に，守秘義務違反と評価される場合があること，転居届に係る

情報が，侵害について罰則の定めがある郵便法８条１項の「信書の秘密」

に該当しないことは，いずれも上記のとおりである。また，事業者である

被控訴人は，通信の秘密の保護の対象であるか，個々の通信とは無関係の

情報であるかについて，自ら識別して情報を取り扱うべき立場にあり，か

つそれが可能な立場にあるといえる（甲８，４１，４２ 。）

被控訴人の主張は，いずれも採用することができない。

エ 本件についての検討

（ｱ）報告することによって生ずる不利益について
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本件照会事項は，個々の郵便物の内容についての情報ではなく，住居

所や電話番号に関する情報であって，上記(2)のとおり，憲法２１条２

項後段の「通信の秘密」や郵便法８条１項の「信書の秘密」に基づく守

秘義務の対象となるものではない。また，住居所や電話番号は，人が社

会生活を営む上で一定の範囲の他者には開示されることが予定されてい

る情報であり，個人の内面に関わるような秘匿性の高い情報とはいえな

い。そして，控訴人を含む各弁護士会は，会員である個々の弁護士に対

， ， ，し ２３条照会により得られた報告について 慎重に取り扱うよう求め

当該照会申出の目的以外に使用することを禁じ（甲１６，１７ ，依頼）

者により情報の漏えいや目的外の使用がされることがないよう配慮する

ことを求めるなどしているのであるから（甲５８ ，本件照会事項に係）

。 ， ，る情報が不必要に拡散されるおそれは低いと判断される しかも Ｃは

訴訟上の和解によって自認した債務を履行すべき義務を負いながら，住

居所を明らかにしないで義務の履行を免れている状況である一方，転居

届をしていたならば，義務の履行を免れつつ郵便サービスの利益は享受

しようというのであるから，Ｃの転居先という情報に限ってみても，報

告することによって生ずる不利益を重視すべき理由は乏しいということ

ができる。

この点に関し，被控訴人は，転居届に係る情報については開示が予定

されていない旨主張する。しかしながら，転居届に係る情報は，公的な

開示手続の面において，住民基本台帳に記載された住所情報とは異なる

としても，特定の郵便物の送付先を離れた情報としての住居所（郵便法

３５条によれば，転居届は，郵便物の送付先（転送先）を任意に指定す

るものではなく，転居先の住居所を届け出るものである ）や電話番号。

である以上，社会生活において一定の範囲の他者には開示されることが
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予定されているといえる。

（ｲ）報告を拒絶することによって犠牲となる利益について

本件照会の目的は，ＡがＣに対し強制執行手続（動産執行）をするた

め，Ｃの住居所を知ることにあったと認められる。そして，動産執行を

申し立てるに当たっては，債務者であるＣの住所を明らかにする必要が

あるところ（民事執行規則２１条１号 ，当時，Ｃは，住民票上の住所）

には居住していなかったのである（乙１ 。そうすると，本件照会に対）

する報告が拒絶されれば，Ａの訴訟承継人は，司法手続によって救済が

認められた権利を実現する機会を奪われることになり，これにより損な

われる利益は大きい。そして，本件照会事項①ないし③は，転居届の有

無及び届出年月日並びに転居届記載の新住居所であり 強制執行手続 動， （

産執行）をするに当たり，これを知る必要性が高いといえる。この点に

つき，被控訴人は，本件照会事項は，将来にわたり強制執行手続をする

， 。ために必要不可欠とはいえない旨主張するが 採用することはできない

これに対し，本件照会事項④は，新住居所の電話番号であるところ，

これを知れば，さらに通信事業会社に照会するなどして，住居所につい

ての情報を取得することができる可能性があるとしても（甲４６ ，住）

居所を知る手段としては間接的なものである。そして，Ｂ弁護士におい

て，過去にＣの電話番号を知っていたのであれば（甲２によれば，Ｂ弁

護士は，別件訴訟の和解の際にＣと対面しているから，これを知る機会

が全くなかったわけではないといえる ，これに基づいて照会をすべ。）

きである。他方，これまで知らなかったのであれば，上記のような手段

としての間接性からしても，Ｃの電話番号を知る利益について，被控訴

人の守秘義務に優先させるのは相当でない。しかも，動産執行を申し立

てるに当たって，債務者の電話番号は記載事項とはされていない（民事
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執行規則２１条 。そうすると，本件照会事項①ないし③について報告）

を求めている本件照会において，さらに同④について報告を求める必要

があったということはできない。

オ 上記エの（ｱ）と（ｲ）を比較衡量すれば，本件においては，本件照会事

項①ないし③については，２３条照会に対する報告義務が郵便法８条２項

の守秘義務に優越し，同④については，同項の守秘義務が２３条照会に対

する報告義務に優越すると解するのが相当である。したがって，被控訴人

には，本件照会事項①ないし③について，控訴人に報告すべき義務がある

というべきである。

なお，被控訴人は，昭和５６年最判の基準に当てはめれば，本件拒絶に

は正当な理由があった旨主張するところ，昭和５６年最判の事案では，２

３条照会に対する報告が違法であり過失があるとの判断がされているけれ

ども，その判決の要旨は，前科及び犯罪経歴に係る２３条照会を受けた政

令指定都市の区長が，照会文書中に照会を必要とする事由としては「中央

労働委員会，京都地方裁判所に提出するため」との記載があったにすぎな

いのに，漫然と照会に応じて前科及び犯罪経歴の全てを報告することは，

前科及び犯罪経歴については，従来通達により一般の身元照会に応じない

取扱いであり，２３条照会にも回答できないとの趣旨の自治省（現在の総

務省）行政課長回答があったなどの事実関係の下においては，過失による

違法な公権力の行使に当たるというものである。したがって，同判決は，

当該事案についての事例判決というべきであるから，転居届に係る本件照

会について，同判決への当てはめをするのは相当でない。被控訴人の主張

は，採用することができない。

カ 被控訴人は，本件拒絶に正当な理由があったことについて，その他るる

主張するが，いずれも上記判断を左右するに足りない。
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第７ 結論

よって，当審における控訴人の予備的請求については，主文の限度で理由が

あり，その余は理由がないから，主文のとおり判決する。

名古屋高等裁判所民事第３部

裁判長裁判官 揖 斐 潔

裁判官 池 田 信 彦

裁判官 蛯 名 日 奈 子

(別紙につき省略)
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